
幼保連携型認定こども園
の設置の認可に係る
申請書及び添付書類

平成２７年２月９日

資料２
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様式第１号 

平成  年  月  日 

 

青森市長     様 

 

 

                     法 人 名 

                     住   所 

                     代表者氏名                  印 

 

 

幼保連携型認定こども園の設置の認可申請書 

 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）

第１７条第１項の幼保連携型認定こども園の設置の認可を受けたいので、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。 

 

記 

 

１ 幼保連携型認定こども園の名称 

 

 

２ 幼保連携型認定こども園の所在地 

 

 

３ 幼保連携型認定こども園の長となるべき者の氏名 

 

 

４ 教育及び保育の目標並びに主な内容 

 

 

 

 

 

５ 幼保連携型認定こども園において教育及び保育を行う子どもの数（利用定員）   （単位：人） 

 

 保育を必要とする子ども 

以外の子ども（満３歳以上） 

保育を必要とする子ども

（満３歳以上） 

保育を必要とする子ども

（満３歳未満） 
合  計 

５歳 ４歳 ３歳 計 ５歳 ４歳 ３歳 計 ２歳 １歳 ０歳 計 

人 

数 
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６ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成２６年内

閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第２条各号に掲げる事業のうち、幼保連携型認定こども園

が実施する子育て支援事業 

 

実施する事業 事 業 の 内 容 

 相互交流の場の開設等による情報提供 （第２条第１号） 

 地域の家庭に対する情報提供・相談支援 （第２条第２号） 

 一時預かり的な事業 （第２条第３号） 

 
子育て支援を受けることを希望する保護者と援助を行うことを希望する団体等との

連絡・調整 （第２条第４号） 

 地域の子育て支援者に対する情報提供 （第２条第５号） 

  ※実施する事業に○を記入すること。 

 

 

７ 設備基準における移行特例適用の有無 （ 有 ・ 無 ）※どちらかに○を記入すること。    

（有の場合、施設の名称と種類の別） 
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幼保連携型認定こども園の設置の認可申請書の添付書類 

※…該当する園のみ提出 

項目 番 号 添 付 書 類 
申請者 

確認欄 

１ 職員配置計画表 （様式第２号）  

２ 職員名簿 （様式第３号）  

２－１ 職員に関する教育職員免許状、保育士証等資格を証明する書類（写）  

３ 幼保連携型認定こども園の園長等の資格に関する書類 （様式第４号）  

３－１ 園長等の履歴書  

職員 

配置 

・ 

職員 

資格 

４ 誓約書 （様式第５号）  

５ 施設概要調書 （様式第６号）  

５－１ 建物の建築確認通知書及び検査済証の写し  

５－２ 建物の登記簿謄本又は使用の権利を証明する書類  

５－３ 土地の登記簿謄本又は使用の権利を証明する書類  

５－４ 施設の案内図・配置図  

５－５ 建物の各階平面図・立面図  

５－６ 建物内外主要部分の写真  

５－７ 公図  

５－８ 所在図  

５－９ 地積測量図  

５－１０ 他の施設と兼ねる設備の概要がわかる書類※  

５－１１ 園具及び教具の一覧表等  

６ 施設整備調書 （様式第７号）  

７ 施設設備調書（保育室等を２階に設置する場合） （様式第８号）  

７－１ 各項目について証明する写真や書類等の写し  

８ 施設設備調書（保育室等を３階以上に設置する場合） （様式第９号）  

８－１ 各項目について証明する写真や書類等の写し  

９ 満３歳以上の園児に対する外部搬入実施に関する調書 （様式第１０号）  

９－１ 満３歳以上の園児に対する外部搬入に係る受託業者との契約書の写し又は案  

９－２ 調理機能を有する設備の概要がわかる資料（写真等）  

１０ 自園調理により食事を提供する園児が２０人に満たない場合の調理設備に 

関する調書 （様式第１１号） 

 

施設 

設備 

１０－１ 調理設備の概要がわかる資料（写真等）  

１１ 運営に関する計画書 （様式第１２号）  

１２ 教育及び保育に従事する職員の研修計画 （様式第１３号）  

管理 

運営 

１３ 研修計画表 （様式第１４号）  

１４ 幼保連携型認定こども園の運営に関する規程（園則）  

１５ 経費の見積り及び維持方法を記載した書類  

その 

他 

１６ 履歴事項全部証明書  

※
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様式第２号 

職員配置計画表 

※１ この表において配置する職員は、副園長・教頭（幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１８条の１８第

１項の登録を受けたものに限る。下線部は青森市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の施行日から５年間、「又は」とするこ

とができる。）、保育教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、助保育教諭又は講師であって、園児の教育及び保育に直接従事する職員であること。 

※２ 実配置職員数（Ｂ）は必要な職員の数（Ａ）以上とすること。 

※３ ①から④までの計算は小数点第２位以下を切り捨てること。園全体で必要とする職員数を算出する場合は、合計の小数点第１位を四捨五入すること。 

※４ 学級担任数（Ｄ）は、学級数（Ｃ）以上の配置とすること。 

※５ 必要とする職員数について、園長が専任でない場合は、１人追加した人数を記載すること。 

必要な職員の数（Ａ）

※４ 
実 配 置 職 員 数（Ｂ） 学 級 数（Ｃ） 学 級 担 任 数（Ｄ）※５ 子どもの 

年  齢 

（３月３１日

時点での 

満年齢） 

 

子 ど も の 

年齢ごとの人数 

・計算式 

①＝a×1/3 

②＝(b+c)×1/6 

③＝d×1/20 

④＝(e+f)×1/30 

・職員の常勤職員相当数（様

式第４号による）を記載する

こと。 

・満３歳児以上の園児について

学級を編制すること。 

・常勤で専任の職員を配置する

こと。 

０歳    人 a ①       人  

１歳    人 b  

２歳    人 c 
②       人 

 

３歳    人 d ③       人    学級  人  

４歳    人 e 学級  人  

５歳    人 f 
④       人    

 

学級  人  

計 人 合計：     人  学級  人  

必要とする職員数        人 
 人 
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様式第３号 

職員名簿 

（１） 園長、副園長（教頭）、保育教諭等（主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭）、助保育教諭及び講師 

 

 

従 事 内 容（※２） 

番号 職 名（※１） 氏 名 
学級 

担任 
勤 務 時 間 帯 

勤務形態 

（※３） 

修了確認期限若しくは 

有効期間満了日又は 

資格取得年月日（※４） 

摘 要 

（※５、６） 

教諭免許状 (平)   .   .       �専任 

�兼任 登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 園長   

�常勤 

�非常勤 登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    �専任 

�兼任 登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 副園長（教頭）   

�常勤 

�非常勤 登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 主幹保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 指導保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  
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（ 枚目） 

 

 

 

 

従 事 内 容（※２） 

番号 職 名（※１） 氏 名 
学級 

担任 
勤 務 時 間 帯 

勤務形態 

（※３） 

修了確認期限若しくは 

有効期間満了日又は 

資格取得年月日（※４） 

摘 要 

（※５、６） 

教諭免許状 (平)   .   .      
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 助保育教諭  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  

 

教諭免許状 (平)   .   .    
 

登録番号  

保育士資格 (昭.平)   .   .    
 講師  

  

�常勤 

�非常勤 

登録番号  
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〔記入上の注意〕 

（※１）園長、副園長（教頭）、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭又は講師は職務分担表等に基づき記入すること。 

（※２）学級ごとに担当する専任の主幹保育教諭、指導保育教諭又は保育教諭（以下「保育教諭等」という。）を１人以上置き、該当者は学級担任の欄に○を

つけること。 

保育教諭等に係る従事内容欄は、担当する園児の年齢区分を記載すること。 

学級ごとに担当する保育教諭等の配置について、特別の事情があるときは、当該保育教諭等は専任の副園長（教頭）が兼ね、又は学級数の３分の１の

範囲内で、専任の助保育教諭若しくは講師をもって代えることができる。 

    園児の教育及び保育に直接従事する職員の数は、常時２人以上とすること。 

（※３）専任、兼任の別、及び常勤、非常勤の別をチェックすること。園児の教育及び保育に直接従事する職員は他の施設の職員と兼ねることができない。 

    ・常勤…各施設の就業規則で定める勤務時間を通じて勤務する形態。 

    ・非常勤…各施設の就業規則で定める勤務時間の一部を勤務する形態。 

（※４）園長、副園長（教頭）は、教諭の専修免許状又は一種免許状の修了期限確認日若しくは有効期間満了日、保育士資格については資格取得日を記載する

こと。 

保育教諭等は、幼稚園の教諭免許状の修了期限確認日若しくは有効期間満了日、保育士資格については資格取得日を記載すること。 

別途、免許状の写し等、資格を証明する資料（園長、副園長（教頭）は、免許状の写し等の他、「幼保連携型認定こども園の園長等の資格に関する書類

（様式第４号）」）を添付すること。 

（※５）園長、副園長（教頭）において教諭免許状と保育士資格の両方を有していない場合、摘要欄に「特例」と記載し、「幼保連携型認定こども園の園長等の

資格に関する書類（様式第４号）」を添付すること。 

（※６）副園長（教頭）で幼稚園の教諭免許状を有し、園児の教育及び保育に直接従事する場合は、摘要欄に「幼稚園教諭」と記載し、従事内容欄に担当する

園児の年齢区分及び従事する時間帯を記載すること。学級担任を兼ねる場合は、従事内容欄に「学級担任」と記載すること。 
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（教育・保育に従事する職員の常勤職員相当数計算表） 

 

 

 

 

 

 

 

〔記入上の注意〕 

（※１）常勤職員は実人数、非常勤職員は常勤換算値により算定すること。 

（※２）非常勤職員を必要とする職員数の一部に充てる場合の条件は、次のとおりとすること。 

①学級担任は専任かつ常勤の者とすること 

②常勤の教育・保育に従事する者が各組や各グループに１名以上（乳児を含む各組や各グループであって当該組・グループに係る配置基準上の定数が 

２名以上の場合は、１名以上ではなく２名以上）配置されていること 

③常勤の教育・保育に従事する者に代えて非常勤の教育・保育に従事する者を充てる場合の勤務時間数が、常勤を充てる場合の勤務時間数を上回るこ 

 と 

（※３）教育・保育に従事する職員のうち非常勤職員については、常勤換算値（次の式による）を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

（※４）常勤職員相当数は、様式第２号の「実配置職員数」の欄と同じ数とすること。 

 

配 置 職 員 １か月当たりの勤務時間数の合計① 常 勤 換 算 値 常勤職員相当数 

常 勤   人   

非 常 勤   人    時間 人 人

常勤職員以外の教育・保育に従事する者の１か月の勤務時間数の合計① 

園則等の就業規則で定める常勤職員の１か月の勤務時間数② 
常勤換算値 ＝ 

※小数点第１位を四捨五入 

○常勤職員の１か月の勤務時間数② 

 

              時間 
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 （２）調理員、養護教諭等（主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭） 

 

 

〔記入上の注意〕 

（※１）職務分担表等に基づき記入すること。 

（※２）専任、兼任の別をチェックすること。 

（※３）調理員は、栄養士等の資格を取得している場合に記載すること。養護教諭等の資格を記載し、別途、免許状の写し等、資格を証明する資料を添付する

こと。 

（※４）養護教諭等は、教諭免許状の修了期限確認日若しくは有効期間満了日を記載し、それ以外の者は資格取得年月日を記載すること。 

（※５）満３歳以上の園児に対する給食の外部搬入を行う場合、調理員は設置しないことができる。(外部搬入の実施について、様式第１０号を作成すること。) 

 番号 職 名（※１） 氏 名 従 事 内 容 勤務形態（※２） 保有資格名（※３） 

修了確認期限若しくは 

有効期間満了日又は 

資格取得年月日（※４） 

 調理員   �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

 主幹養護教諭   �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

 養護教諭   �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

 養護助教諭   �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     
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 （３）事務職員、用務員等その他必要な職員 

 

〔記入上の注意〕 

（※１）職務分担表等に基づき記入すること。 

（※２）専任、兼任の別をチェックすること。 

（※３）業務に必要な資格等について記載し、別途、資格を証明する資料を添付すること。 

（業務に必要な資格等の例：園のバス運転業務⇒中型自動車免許等） 

 

番号 職 名（※１） 氏 名 従 事 内 容 勤務形態（※２） 保有資格名（※３） 資格取得年月日 

    �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

    �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

    �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

    �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     

    �専任  �兼任  （昭.平)     .     .     
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様式第４号 

年  月  日 

 

幼保連携型認定こども園の園長等の資格に関する書類 

 

※園長、副園長（教頭）それぞれについて、１部ずつ作成し、履歴書を添付すること。 

 

 
幼保連携型認定こども園の

長（※副園長、教頭）の氏名 

 

 

１ 現在有している資格 

・教諭の専修免許状又は一種免許状 

修了確認期限若しくは有効期間満了日 

平成    年    月    日 

 

・保育士資格 

（資格取得年月日：（ 昭 . 平 ）   年   月   日） 

２ 施行規則第１２条に規定する職の経験について 

就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
12
条 

 

運営上の必要 及び施行規則第１２条に規定する資格者と同等の能 を有すると認めら

れる事 について 

就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
13
条 
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（ ） 

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（ ） 

第１２条 園長の資格は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）による教諭の専修免許状又は一

種免許状を有し、かつ、児童福祉法第１８条の１８第１項の登録を受けており、及び、次に掲げる職に

５年以上あることとする。 

 (1) 学 教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学 及び同法第１２４条に規定する専修

学 の 長（幼保連携型認定こども園の園長を含む。）の職 

 (2) 学 教育法第１条に規定する学 及び幼保連携型認定こども園の教 、 教 （学 教育法の一部

を する法律（平成１７年法律第８３号）による 前の学 教育法第５８条第１項及び第７０条

第１項に規定する助教 を含む。）、助教、副 長（幼保連携型認定こども園の副園長を含む。）、教頭、

主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護 教諭及び主幹栄養教諭を含む。）、指導教諭、教諭、助

教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭、講

師 （常時勤務の者に限る。）及び同法第１２４条に規定する専修学 の教員（以下この条において「教

員」という。）の職 

 (3) 学 教育法第１条に規定する学 及び幼保連携型認定こども園の事務職員（単 な労務に 用され

る者を く。以下この条において同じ。）、実 助 、 指導員（学 教育法の一部を する法

律（平成１３年法律第１０５号）による 前の学 教育法第７３条の３第１項に規定する を含

む。）及び学 栄養職員（学 給食法（昭和２９年法律第１６０号）第７条に規定する職員のうち栄養

教諭以外の者をいい、同法第６条に規定する施設の当該職員を含む。）の職 

 ( ) 学 教育法等の一部を する法律（平成１９年法律第９６号）第１条の規定による 前の学

教育法第９４条の規定により された従前の法令の規定による学 及び 教員養成 学 制（昭

和２１年 令第２０８号）第１条の規定による教員養成 学 の長の職 

 ( ) 前号に掲げる学 及び教員養成 学 における教員及び事務職員に相当する者の職 

 (6) 外に在 する 人の子 のための在外教育施設で、文部科学 が小学 、中学 又は 等学

の 程と同等の 程を有するものとして認定したものにおける第１号から第３号までに掲げる者に準

ずるものの職 

 ( ) 前号に規定する職の か、外 の学 における第１号から第３号までに掲げる者に準ずるものの職 

 ( ) 年 法（昭和２３年法律第１６９号）による 年 又は児童福祉法による児童自立支援施設（児

童福祉法等の一部を する法律（平成９年法律第７４号） 則第７条第１項の規定により証明書を

行することができるもので、同条第２項の規定によりその例によることとされた同法による 前

の児童福祉法（以下この号において「 児童福祉法」という。）第４８条第４項た し書の規定による

指定を受けたものを く。）において 教育又は指導を担当する者（ 児童福祉法第４４条に規定す

る 護 （同法第４８条第４項た し書の規定による指定を受けたものを く。）において指導を担当

する者を含む。）の職 

 ( ) 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を 成す

る保育機能施設の長の職 

 (10) 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を 成

する保育機能施設において児童の保育に直接従事する職員の職 

 (11) 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設及び法第３条第３項に規定する連携施設を 成

する保育機能施設の事務職員の職 

 (12) 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定する小規 保育事

業、同条第１１項に規定する 型保育事業及び同条第１２項に規定する事業所内保育事業（以

下この条において「家庭的保育事業等」という。）の管理者の職 

 (13) 家庭的保育事業等において児童の保育に直接従事する職員の職 

 (1 ) 家庭的保育事業等における事務職員の職 

 (1 ) 第１号から前号までに掲げるものの か、 又は地方公 団体において教育（教育基本法（平成

１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学 において行われる教育以外の教 

育を含む。以下この号において同じ。）若しくは児童福祉に関する事務又は教育若しくは児童福祉を

担当する 家公務員又は地方公務員（単 な労務に 用される者を く。）の職 

 (16) 外 の 公 における前号に準ずるものの職 
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様式第５号 

誓約書 

 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）

第１７条第１項の幼保連携型認定こども園の設置の認可申請を行うに当たり、下記の事項について誓約し

ます。 

 

                     記 

 

１ 申請者及びその 員等が、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第１７条第２項各号に掲げる基準に該当しないこと。 

 

２ 青森市子どもの権利条例（平成２４年青森市条例第７３号）の基本的な え方を まえつつ、園児の

人権に 分配 するとともに、一人一人の人格を して、その運営を行うこと。 

 

３ 設置者及び職員は、暇 団員（青森市暇 団 条例（平成２３年青森市条例第３３号）第２条第２

号に規定する暇 団員をいう。以下同じ。）又は暇 団員と 的に非 されるべき関係にある者のいず

れにも該当 ず、また、 曹においても該当しないこと。 

 

４ 園児の 、 条、 的 分又は入園に要する費用を 担するか かによって、 別的取 いをし

ないこと。 

 

５ 職員は、園児に対し、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の１０各号に掲げる行 そ

の他当該園児の に を える行 をしないこと。 

 

６ 園長は、児童福祉法第４７条第３項の規定により に関し園児の福祉のために必要な 置をとると

きは、 体的 を え、人格を める等その権限を 用しないこと。 

 

７ 園具及び教具を常に し、 充すること。 

 

８ 園児が の状 によって履修することが な各教科について、その園児の の状 に適合する

ように すこと。 

 

平成  年  月  日 

 

青森市長         様 

 

 

〔設置者（法人）の所在地〕 

住 所 

 

 

〔設置者（法人）の名称及び代表者の氏名〕 

 

 

（ りがな） 

氏 名                    

 

生年月日 （  ・ 昭和 ・ 平成 ）   年   月   日 
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（ ） 

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（ ） 

第１７条  

２ 府 知事は、前項の設置の認可の申請があったときは、第１３条第１項の条例で定める基準に適 

合するかどうかを 査する か、次に掲げる基準によって、その申請を 査しなけれ ならない。 

(1) 申請者が、この法律その他 の福祉若しくは学 教育に関する法律で 令で定めるものの規定に 

より の に られ、その 行を わり、又は 行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

 (2) 申請者が、労働に関する法律の規定であって 令で定めるものにより の に られ、その  

行を わり、又は 行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

 (3) 申請者が、第２２条第１項の規定により認可を取り され、その取 しの日から 算して５年を経 

しない者であるとき。た し、当該認可の取 しが、幼保連携型認定こども園の認可の取 しのう 

ち当該認可の取 しの 分の理 となった事実及び当該事実の 生を するための当該幼保連携型 

認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状 その他の当該事実に関して当 

該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた 任の程 を して、この号本文に規定する認可 

の取 しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに 

該当する場合を く。 

 ( ) 申請者が、第２２条第１項の規定による認可の取 しの 分に係る行 法第１５条の規定によ 

る通知があった日から当該 分をする日又は 分をしないことを 定する日までの間に前項の規定に

よる幼保連携型認定こども園の をした者（当該 について相当の理 がある者を く。）で、当

該幼保連携型認定こども園の の認可の日から 算して５年を経 しないものであるとき。 

 ( ) 申請者が、第１９条第１項の規定による検査が行われた日から 定 定日（当該検査の に 

基づき第２２条第１項の規定による認可の取 しの 分に係る を行うか かの 定をすることが 

見 まれる日として主務省令で定めるところにより 府 知事が当該申請者に当該検査が行われた 

日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に前項の規定に 

よる幼保連携型認定こども園の をした者（当該 について相当の理 がある者を く。）で、当 

該幼保連携型認定こども園の の認可の日から 算して５年を経 しないものであるとき。 

 (6) 申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し 又は しく 当な行 をした者である 

とき。 

 ( ) 申請者の 員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

  ゜ 以上の に られ、その 行を わり、又は 行を受けることがなくなるまでの者 

  ュ 第１号、第２号又は前号に該当する者 

  デ 第２２条第１項の規定により認可を取り された幼保連携型認定こども園において、当該取 し 

の 分に係る行 法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内にその幼保連携型認定 

こども園の設置者の 員又はその園長であった者で当該取 しの日から 算して５年を経 しない 

もの（当該認可の取 しが、幼保連携型認定こども園の認可の取 しのうち当該認可の取 しの  

分の理 となった事実及び当該事実の 生を するための当該幼保連携型認定こども園の設置者 

による業務管理体制の整備についての取組の状 その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こ 

ども園の設置者が有していた 任の程 を して、この号に規定する認可の取 しに該当しない 

こととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を  

く。） 

  ッ 第４号に規定する期間内に前項の規定により した幼保連携型認定こども園（当該 につい 

て相当の理 がある幼保連携型認定こども園を く。）において、同号の通知の日前６０日以内にそ 

の設置者の 員又はその長であった者で当該 の認可の日から 算して５年を経 しないもの 

３ ７  
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様式第６号 

施 設 概 要 調 書 

 

１ 園 及び園庭の状  

（１） 園  

項 目 摘 要 備  

園 と園庭 

の位置関係 
�同一 地内 � 接 地内 �その他 

「その他」の場合は、「施設整備

調書（様式第７号）」中、追加の

園庭設置に係る移行特例の部分

を記載し、提出すること。 

園 の  

①                

②階数    平  ・      階建 

③   （ 建築物・準 建築物・その他） 

建物の建築確認通知書及び検査

済証の写しを添付すること。 

園 の利用 

形態 
�自 所有 � （期間  年）�その他 

建物の登記簿謄本又は使用の権

利を証明する書類を添付するこ

と。 

 

 （２） 土地 

  ・土地の利用形態について � 自 所有 � （   年） � その他  

   ※土地の登記簿謄本又は使用の権利を証明する書類を添付すること。 

 

 （３） 面積関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 摘 要 備  

園 の 建 築 面 積 

※「施設整備調書

（様式第７号）」と

同じ数 となる。 

      

次の書類を添付すること。 

①施設の案内図・配置図 

②建物の各階平面図・立面図 

③建物内外主要部分の写真 

園 庭 の 面 積       
次の書類を添付すること。 

①公図②所在図③地積測量図 

そ  の  他        
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２ 設備の状  

 

室 ・ 設 備 の 名 称 室 数 設 置 階 面積 備  

保 室    室  

職 員 室    室  

小 計    室 

 

 

・他の施設と兼ねる場合は、その概要がわかる書類 

を添付すること。 

・保 室と職員室を兼用する場合は一方のみに記載 

すること。 

乳 児 室    室     

く 室    室  

小 計    室 

�１階 

�２階 

�３階以上  

・設置階にチェックを入れること。 

・２階以上に設置する場合は、「施設設備調書（様式

第８号、第９号）」を作成し提出すること。 

保 育 室    室  

室    室  

小 計 

（満３歳以上の園児

が利用するもの） 

   室 

※（  室） 

�１階 

�２階 

�３階以上 

 

・設置階にチェックを入れること。 

・２階以上に設置する場合は、「施設設備調書（様式

第８号、第９号）」を作成し提出すること。 

・兼用の場合は一方のみに記載すること。 

・満３歳以上の園児が利用する保育室の数は、学級

数以上であること。 

調 理 室 

（ 調 理 設 備 ） 

① 食 事 提 供 園 児 

� 全 て の 園 児 

� 保育を必要とす

る子どもに該当

する園児 

 

② 調 理 場 所 

� 自 園 調 理 

� 外 部 搬 入 

� 調 理 設 備 

   室 

 

 

・①及び②で該当する部分にチェックを入れること。 

・②で「外部搬入」にチェックを入れた場合は、「満

３歳以上の園児に対する外部搬入実施に関する

調書（様式第１０号）」を作成し提出すること。 

・食事の提供を行う人数が２０人未満のため調理室

を設置しない場合は、②で「調理設備」にチェッ

クを入れ、「自園調理により食事を提供する園児

が２０人に満たない場合の調理設備に関する調

書（様式第１１号）」を作成し提出すること。 

・他の施設と兼ねる場合は、その概要がわかる書類

を添付すること。 

・調理は め作成された 立によって行うこと。 

所   所 

�１階 

�２階 

�３階以上 

 

・設置階にチェックを入れること。 

・２階以上に設置する場合は、「施設設備調書（様式

第８号、第９号）」を作成し提出すること。 

料 用 設 備   所  

用 設 備   所  

用 設 備   所 

 

 

・他の施設と兼ねる場合は、その概要がわかる書類 

を添付すること。 

・ 料 用設備は、 用設備又は 用設備と区

別して備えること。 

そ の 他    室 
 

 

 

・他の施設と兼ねる場合は、その概要がわかる書類

を添付すること。 

合 計     
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３ 園具及び教具の状  

 ※園で所有する園具及び教具が確認できる一覧表等（様式自 ）を添付すること。 

 

 

４ 幼保連携型認定こども園である の掲 に関する事項 

 

（掲 を行う場所） 

 

 

 

 

（掲 内容） 
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様式第７号 

 

施 設 整 備 調 書 
 

１ 園 及び保育室等 

 認 可 基 準 面 積 

園  

基 準  

(゚) (Ａ) 

○園 の面積基準 

学級数に じた面積（下の表による）と満３歳未満の園児数に じ算定した面積の合計 

・学級数（   ）クメス（ ）、      

 

 

 

 

（Ｄ） （ ）＝      （Ａ） 

 

園 の面積：      （゚） 

学級数 面積 

１学級 １８０  

２学級 ３２０  

３学級 ４２０  

４学級以上 １学級ごとに１００ 加 

※保育所の 

移行特例 

基 準  

( )゚ (Ａ ) 

○特例基準 

園児数に じ算定した 室面積の合計⇒（Ｂ） （Ｃ） （ ）＝     （Ａ ） 

○乳児室の面積基準 

（満２歳未満で くしない園児数）×３ ３  

（              人）×３ ３        ＝      （Ｂ） 

乳児室の面積：      （゜） 

○ く室の面積基準 

（満２歳未満で くする園児数）×３ ３  

（             人）×３ ３         ＝      （Ｃ） 

く室の面積：      （ゞ） 

乳児室又は 

く室 

基 準  

(゜) （Ｂ） 

(ゞ) （Ｃ） 

（Ｂ） （Ｃ）＝      （Ｄ） 

○保育室又は 室の面積基準 

（満２歳以上の園児数）×１ ９８  

（        人）×１ ９８             ＝      （ ）

 

・満３歳以上の園児に係る保育室の数（  ）室（ ） 

 

保育室等の面積：      （゠） 

保育室又は 

室 

基 準  

（゠）（ ) 

（※幼稚園の

移行特例によ

り、この基準は

要となる。） 

（ ）（ ） 

 

○園 の面積基準の計算に使用する部分 

（満２歳以上３歳未満の園児数）×１ ９８  

（            人）×１ ９８         ＝      （ ）
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２ 園庭 

 認 可 基 準 面 積 

園 庭 

基 準  

(ア) ( ) 

○園庭の面積基準 

学級数に じた面積（①）と満３歳以上の園児数に じ算定した面積（②）のうち きい

もの（③）と、満２歳以上満３歳未満の園児数に じ算定した面積（④）の合計 

 

 

 

 

 

 

＝        （①） 

 ・満３歳以上の園児に じ算定した面積 

（満３歳以上の園児数）×３ ３  

（        人）×３ ３           ＝        （②） 

       （①）と（②）を して きい面積   ＝        （③） 

・満２歳以上満３歳未満の園児数に じ算定した面積 

（満２歳以上満３歳未満の園児数）×３ ３  

（             人）×３ ３      ＝        （④） 

（③） （④）                   ＝        （ ） 

園 と同一の 地内又は 接する位置に設ける園庭の面積：        （ア） 

学級数 面積 

１学級 ３３０  

２学級 ３６０  

３学級 ４００  

４学級以上 １学級ごとに８０ 加 

※幼稚園の

移行特例 

基 準  

(ア) ( ) 

○特例基準 

学級数に じた面積（①）と満２歳以上満３歳未満の園児数に じ算定した面積（④）を

合計した面積 

（①） （④）                    ＝        （ ） 

※保育所の 

移行特例 

基 準  

(ア) ( ) 

○特例基準 

満２歳以上の園児数に じ算定した面積 

（満２歳以上の園児数）×３ ３  

（        人）×３ ３            ＝        （ ） 

※幼稚園・

保育所の

移行特例 

基 準  

（ゥ) ( ) 

（幼稚園） 

 

（ゥ) ( )

（保育所） 

○特例基準 

園 と同一の 地内又は 接する位置に設ける園庭の面積（ア）が（①）又は（②）の面

積以上である場合 （ア） （①）又は（②）※ で、追加の園庭を設ける場所について、①

園児が 全に移動できる②園児が 全に利用できる③園児が日常的に利用できる④教育及

び保育の適切な利用が可能な場所であること。（※幼稚園は（①）、保育所は（②）を適用） 

 

（ア）      （ィ）追加する園庭の面積    ＝        （ゥ） 

・学級数に じた面積  学級数（   ）クメス 
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様式第８号 

 

施設設備調書（保育室等を２階に設置する場合） 

 

（確認事項） 

※１ 施設の状 について、項目ごと（幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。）から移行する場合は項目

２及び５）に内容に適合しているか確認すること。 

※２ 確認 、確認欄に○を付し、項目４については該当する番号を記入すること。 

※３ 各項目について証明する写真や書類等の写しを添付すること。 

項目 内     容 確認欄 

１ 
保育室等その他園児が出入りし、又は通行する場所に、園児の転 事 を す

るための 等の設備が設けられていること。 
 

２ 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する 建築

物であること。 

※保育所からの移行特例を適用する場合、下線部を「 建築物又は同条第９条

の３に規定する準 建築物（同号ュに該当するものを く。）」とすること。 

 

３ 常用の 内階 又は 外階 が設けられていること。  

４ 

次に掲げる 用の設備のうちいずれか１以上の設備が設けられていること。 

 

① 内階 （建築基準法上の 階 で次の条件を満たすもの） 

 ・１階から２階までの部分について、 内と階 室とが、バルカッー又は付室を

通じて連絡していること 

 ・階 室・バルカッー・付室は開 部・ ・出入り を き の で囲む

こと 

 ・階 室及び付室の ・ の室内面は、下地・ 上げを 曩料ですること 

 ・ 内からバルカッー又は付室に通じる出入り は特定 設備とすること 

 ・バルカッー又は付室から階 室に通じる出入り は 設備とすること 

 

② 上有効なバルカッー 

 

③ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準 の 外 又は非常用

の り  

 

④ 外階  

 

５ 

※幼稚園

から移行

する場合 

園児の 上必要設備を備えること。  



 - 21 - 

様式第９号 

施設設備調書（保育室等を３階以上に設置する場合） 

（確認事項） 

※１ 施設の状 について、項目ごと（項目３及び５については、該当する番号を記載すること。）に内容

に適合しているか確認すること。 

※２ 確認 、確認欄に○を付すこと。 

※３ 各項目について証明する写真や書類等の写しを添付すること。 

項目 内     容 確認欄 

１ 
保育室等その他園児が出入りし、又は通行する場所に、園児の転 事 を するた

めの 等の設備が設けられていること。 
 

２ 

常用の 内階 又は 外階 が設けられていること。 

・ 内階 は建築基準法上の 階 又は特別 階 であること 

・保育室等が４階以上の場合、 外階 は建築基準法上の 外 階 であること 

 

３ 

次に掲げる 用の設備のうちいずれか１以上の設備が設けられていること。 

 

① 内階 （建築基準法上の 階 で次の条件を満たすもの又は特別 階 ） 

 ・１階から３階（保育室等が４階以上の場合は保育室等が設けられている階）までの

部分について、 内と階 室とが、バルカッー又は付室を通じて連絡していること 

 ・保育室等が４階以上の場合、バルカッー又は付室には外 に かって開くことので

きる 又は 設備（特別 階 に設置するものその他有効に できるもの）

を有すること 

 ・階 室・バルカッー・付室は開 部・ ・出入り を き の で囲むこと 

 ・階 室及び付室の ・ の室内面は、下地・ 上げを 曩料ですること 

 ・ 内からバルカッー又は付室に通じる出入り は特定 設備とすること 

 ・バルカッー又は付室から階 室に通じる出入り は 設備とすること 

② 建築基準法第２条第７号に規定する の 外 又はこれに準ずる設備 

※保育室等が４階以上の場合、 の 外 のみ 

③ 外階  

※保育室等が４階以上の場合、建築基準法上の 外 階 であること 

 

４ 
項目２及び３に掲げる設備が 上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分

から当該設備に る 行 が３０ベーダル以下となるように設けられていること。 
 

５ 

調理室に次に掲げる設備のうちいずれか１以上の設備が設けられていること。 

 

① 調理室の部分が建築基準法第２条第７号に規定する の 若しくは 又は建

築基準法施行令第１１２条第１項に規定する特定 設備で区画されるとともに、換

、晵 又は の設備の が、当該 若しくは を 通する部分又はこれに 接

する部分に 上有効にジルドーが設けられていること。 

② スプモルクメー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられているこ

と。 

③ 調理用 具の種類に じて有効な自動 置が設けられ、かつ、当該調理室の外

部 の を するために必要な 置が講じられていること。 

 

６ 及び の室内に面する部分の 上げを 曩料でしていること。  

７ 
非常 報 具又は非常 報設備及び 機関 を通報する設備が設けられている

こと。 
 

８ ィーゾル、 物、建具等で可 のものについて 理が施されていること。  

９ 満３歳未満の園児の用に供するものであること（ 則）。  
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様式第１０号 

 

満３歳以上の園児に対する外部搬入実施に関する調書 
 

（確認事項） 

※１ 満３歳以上の園児に対する食事の外部搬入業務の内容について、項目ごとに内容と合 しているか確

認すること。 

確認 、確認欄に○を付すこと。 

 

 

（必要な調理のための加 、保 等の調理機能を有する設備について） 

（調理機能を有する設備の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 受託業者との契約書の写し又は案を添付すること。 

※３ 設備の概要がわかる資料（写真等）を添付すること。 

 

項目 内     容 確認欄 

１ 

園児に対する食事の提供の 任が当該幼保連携型認定こども園にあり、その管理者

が、 生面、栄養面等業務上必要な注意を たし得るような体制及び調理業務の受託者

との契約内容が確保されていること。 

 

２ 

当該幼保連携型認定こども園又は他の施設、市（保 所を含む。）等に する栄養士

により、 立等について栄養の 点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士によ

る必要な配 が行われること。 

※指導を受ける栄養士の氏名及び所                 

 

３ 
調理業務の受託者を、当該幼保連携型認定こども園における給食の を 分に認

し、 生面、栄養面等調理業務を適切に 行できる能 を有する者とすること。 
 

４ 

園児の年齢及び の 階並びに 状態に じた食事の提供や、゚ヤルウー 、 

゚ダヌー 等 の配 、必要な栄養 量の給 等、園児の食事の内容、回数及び

時機に適切に じることができること。 

 

５ 

食を通じた子どもの 全育成を図る 点から、園児の 育及び の 程に じて食

に関し配 すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう める

こと。 

 

６ 必要な調理のための加 、保 等の調理機能を有する設備を備えること。  



 - 23 - 

様式第１１号 

 

   自園調理により食事を提供する園児が２０人に満たない場合の 

調理設備に関する調書 
 

 

（確認事項） 
 

幼保連携型認定こども園においてその園内で調理する方法（自園調理）により食事の提供を行う園児数（１

号認定子どもの数を含む。）が２０人に満たないため、調理室を設置しない場合は、設置する調理設備につ

いて、以下の欄に記載すること。 

 

 

 

 

（自園調理を行うために必要な調理設備について） 

（自園調理を行うために必要な調理設備の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調理設備の概要がわかる資料（写真等）を添付すること。 
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様式第１２号 

 

運営に関する計画書 
 

平成  年  月  日現在 

 

１ 幼保連携型認定こども園の設置目的 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 開設の時期  平成   年   月   日 
 

 

３ 教育 数・開所暟日・開所時間・ 園日 

教育 数                             ※３９ 以上とすること。 

保育を必要とする子ども以外の

子ども 
日 ・ 月 ・  ・  ・ 曐 ・  ・ 土 

開所暟日 

保育を必要とする子ども 日 ・ 月 ・  ・  ・ 曐 ・  ・ 土 

平 日     時    分        時    分 

土暟日     時    分        時    分 

保育を必要とする

子ども以外の子ど

も 

日暟日     時    分        時    分 

平 日     時    分        時    分 

土暟日     時    分        時    分 

開所時間 

保育を必要とする

子ども 

日暟日     時    分        時    分 

（長期 業日） 

 園 日 

（ 暶 日等の 業日） 
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４ 子育て支援事業計画 
 

実施する事業の概要 

 

事 業 名 事 業 内 容 
実施日数 

及び時間 
対  者 料  実 施 場 所 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 給食の提供方法について 
 

（ 立の配付 期（ 月・１か月単位等）、園児の゚ヤルウー等の状 又は食育の実施等、給食の提供

方法に関する事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ め定められた 立によって調理が行われるよう、計画を作成すること。 

 

※子育て支援事業の実施に当たり配 する事項 

 

①子育てを自ら実 する の 上を積 的に支援するものであること 

②地域における教育及び保育に対する 要に らし必要なものであること 

③地域の人曩、 資 の 用を図るよう められていること 

④保護者の要請に じ適切に提供し得る体制で行うこと 
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６ 職員又は職員であった者が 当な理 なくその業務に関して知り得た を らすこと

がないよう講じる必要な 置の概要 
 

（研修の実施 定、 用契約に 務を する条項を設ける等、 置の概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 園児又はその保護者等からの 情に かつ適切に対 するために講じる 置の概要 

 

（受付 の開設時間、 情受付担当者・ 情 任者等の設定、 情 の 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の 置の内容に、 情を受け付けた場合に当該 情の内容等を記録することを含めること。 
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様式第１３号 

 

教育及び保育に従事する職員の研修計画 
 

 

１ 目的 
   

 

 

 

２ 研修の主な内容 

（１）園長、副園長（教頭） 
 

 

 

 

 

（２）保育教諭等 
 

 

 

 

 

 

（３）その他の職員 
 

 

 

 

 

３ 研修の実施方法 
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様式第１４号 

 

平成  年  研修計画表 
 

 研 修 内 容 等 研 修 実 施 機 関 対  職 員 

４月    

５月    

６月    

７月    

８月    

９月    

１０月    

１１月    

１２月    

１月    

２月    

３月    

 


